
（別紙１）

政策ごとの予算との対応について（総括表）

(所管） 法務省 （単位：千円）

109,747 112,139 2,392 0 0 0

(1)社会経済情勢に対応した
基本法制の整備

109,747 112,139 2,392 0

33,184,501 33,619,413 434,912 0 0 0

(1)総合法律支援の充実強化 33,113,018 33,563,974 450,956 0

(2)法曹養成制度の充実 12,841 4,375 △ 8,466 0

(3)裁判外紛争解決手続の拡
充・活性化

10,009 9,603 △ 406 0

(4)法教育の推進 17,636 10,464 △ 7,172 0

(5)国際仲裁の活性化に向け
た基盤整備

30,997 30,997 0 0

23,220 27,343 4,123 0 0 0

(1)社会経済情勢を踏まえた
法務に関する調査研究の計
画的実施と提言

23,220 27,343 4,123 0

80,263 35,434 △ 44,829 0 0 0

 
(1)国と地方公共団体が連携
した取組等の実施

80,263 35,434 △ 44,829 0

7,016,419 7,120,843 104,424 0 0 0

(1)適正迅速な検察権の行使 5,386,256 5,150,272 △ 235,984 0

(2)検察権行使を支える事務
の適正な運営

1,630,163 1,970,571 340,408 0

65,760,101 69,687,908 3,927,807 0 0 0

(1)矯正施設の適正な保安警
備及び処遇体制の整備

6,719,126 6,510,902 △ 208,224 0

(2)矯正施設における収容環
境の維持及び適正な処遇の
実施

44,251,750 48,531,030 4,279,280 0

(3)矯正施設の適正な運営に
必要な民間委託等の実施

14,789,225 14,645,976 △ 143,249 0

備考政策体系
一般会計 特別会計

７年度予算額 ８年度予算額 比較増△減額 ７年度予算額 ８年度予算額

６　矯正処遇の適正な実施

比較増△減額

１　基本法制の維持及び整備

４　再犯の防止等の推進

３　法務に関する調査研究

５　検察権の適正迅速な行使

２　司法制度改革の成果の定着に
　向けた取組



(所管） 法務省 （単位：千円）

備考政策体系
一般会計 特別会計

７年度予算額 ８年度予算額 比較増△減額 ７年度予算額 ８年度予算額 比較増△減額

12,825,431 13,219,535 394,104 0 0 0

(1)保護観察対象者等の改善
更生等

12,522,909 12,912,816 389,907 0

(2)医療観察対象者の社会復
帰

302,522 306,719 4,197 0

2,610,101 2,701,542 91,441 0 0 0

(1)破壊的団体及び無差別大
量殺人行為を行った団体の規
制に関する調査等

2,610,101 2,701,542 91,441 0

25,374,369 25,502,025 127,656 0 0 0

(1)登記事務の適正円滑な処
理

23,861,475 24,637,620 776,145 0

(2)国籍・戸籍・供託・遺言書保
管事務の適正円滑な処理

1,501,762 853,072 △ 648,690 0

(3)債権管理回収業の審査監
督

11,132 11,333 201 0

3,422,704 3,460,308 37,604 0 0 0

(1)人権尊重思想の普及高揚
並びに人権侵害による被害の
救済及び予防

3,422,704 3,460,308 37,604 0

1,758,344 1,731,076 △ 27,268 0 0 0

(1)国の利害に関係のある争
訟の適正・迅速な処理

1,758,344 1,731,076 △ 27,268 0

16,275,238 19,375,060 3,099,822 0 0 0

(1)円滑な出入国審査、不法
滞在者等対策の推進及び外
国人との共生社会の実現

16,275,238 19,375,060 3,099,822 0

275,090 269,716 △ 5,374 0 0 0

(1)法務行政における国際協
力の推進

275,090 269,716 △ 5,374 0

15,397,135 20,229,942 4,832,807 0 0 0

(1)施設の整備 15,011,341 19,828,272 4,816,931 0

(2)法務行政の情報化 385,794 401,670 15,876 0

184,112,663 197,092,284 12,979,621 0 0 0

（注１）政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。
（注２）７年度予算額は、当初予算額である。

10　人権の擁護

８   破壊的団体等の規制に関する
  調査等を通じた公共の安全の確
  保を図るための業務の実施

７　更生保護活動の適切な実施

９　国民の財産や身分関係の保護

計

11　国の利害に関係のある争訟の
　統一的かつ適正な処理

14　法務行政全般の円滑かつ効率
　的な運営

12　出入国の公正な管理及び外国
　人との共生社会の実現に向けた
　環境整備

13　法務行政における国際化対応・
　国際協力



（別紙２）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管） 法務省 （単位：千円）

109,747 112,139 2,392

(1)社会経済情勢に対応した基
本法制の整備

法務本省 基本法制整備費 基本法制の整備に必要な経費 109,747 112,139 2,392

33,184,501 33,619,413 434,912

法務本省 司法制度改革推進費
総合法律支援の充実強化に必
要な経費

17,128,600 17,103,990 △ 24,610

法務本省 日本司法支援センター運営費
日本司法支援センター運営費
交付金に必要な経費

15,984,418 16,459,984 475,566

(2)法曹養成制度の充実 法務本省 法務本省共通費
法務本省一般行政に必要な経
費

12,841 4,375 △ 8,466

(3)裁判外紛争解決手続の拡
充・活性化

法務本省 司法制度改革推進費
裁判外紛争解決手続の利用促
進に必要な経費

10,009 9,603 △ 406

(4)法教育の推進 法務本省 司法制度改革推進費 法教育の推進に必要な経費 17,636 10,464 △ 7,172

(5)国際仲裁の活性化に向けた
基盤整備

法務本省 司法制度改革推進費
国際仲裁の活性化に向けた基
盤整備に必要な経費

30,997 30,997 0

23,220 27,343 4,123

(1)社会経済情勢を踏まえた法
務に関する調査研究の計画的
実施と提言

法務総合研究所 法務調査研究費
法務に関する調査研究に必要
な経費

23,220 27,343 4,123

80,263 35,434 △ 44,829

 
(1)国と地方公共団体が連携し
た取組等の実施

法務本省 再犯防止等企画調整推進費
再犯の防止等の企画調整及び
推進に必要な経費

80,263 35,434 △ 44,829

7,016,419 7,120,843 104,424

(1)適正迅速な検察権の行使 検察庁 検察費 検察権の行使に必要な経費 5,386,256 5,150,272 △ 235,984

法務本省 検察企画調整費 検察の企画調整に必要な経費 51,781 54,342 2,561

検察庁 検察運営費 検察運営に必要な経費 1,578,382 1,916,229 337,847

比較増△減額７年度予算額 ８年度予算額事項

２　司法制度改革の成果の定着に
　向けた取組

組織

１　基本法制の維持及び整備

項政策体系

３　法務に関する調査研究

４　再犯の防止等の推進

５　検察権の適正迅速な行使

(1)総合法律支援の充実強化

(2)検察権行使を支える事務の
適正な運営



(所管） 法務省 （単位：千円）

比較増△減額７年度予算額 ８年度予算額事項組織 項政策体系

65,760,101 69,687,908 3,927,807

法務本省 矯正企画調整費 矯正の企画調整に必要な経費 144,332 156,415 12,083

矯正官署 矯正管理業務費
矯正管理体制の整備に必要な
経費

6,574,794 6,354,487 △ 220,307

(2)矯正施設における収容環境
の維持及び適正な処遇の実施

矯正官署 矯正収容費
矯正施設における収容の確保
及び処遇等の実施に必要な経
費

44,251,750 48,531,030 4,279,280

(3)矯正施設の適正な運営に必
要な民間委託等の実施

矯正官署 矯正施設民間開放推進費
矯正施設運営の民間開放の推
進に必要な経費

14,789,225 14,645,976 △ 143,249

12,825,431 13,219,535 394,104

法務本省 更生保護企画調整推進費
保護観察等の企画調整及び推
進に必要な経費

85,035 133,112 48,077

更生保護官署 更生保護活動費 保護観察等に必要な経費 12,437,874 12,779,704 341,830

法務本省 更生保護企画調整推進費
医療観察の企画調整に必要な
経費

1,591 1,722 131

更生保護官署 更生保護活動費 医療観察に必要な経費 300,931 304,997 4,066

2,610,101 2,701,542 91,441

(1)破壊的団体及び無差別大量
殺人行為を行った団体の規制
に関する調査等

公安調査庁 破壊的団体等調査費
破壊的団体等の調査に必要な
経費

2,610,101 2,701,542 91,441

25,374,369 25,502,025 127,656

(1)登記事務の適正円滑な処理 法務局 登記事務処理費 登記事務処理に必要な経費 23,861,475 24,637,620 776,145

(2)国籍・戸籍・供託・遺言書保
管事務の適正円滑な処理

法務局 国籍等事務処理費 国籍等事務処理に必要な経費 1,501,762 853,072 △ 648,690

(3)債権管理回収業の審査監督 法務本省 債権管理回収業審査監督費
債権管理回収業の審査監督に
必要な経費

11,132 11,333 201

3,422,704 3,460,308 37,604

法務本省 人権擁護推進費 人権擁護の推進に必要な経費 1,144,606 1,148,891 4,285

法務局 人権擁護活動費 人権擁護活動に必要な経費 2,278,098 2,311,417 33,319

６　矯正処遇の適正な実施

７　更生保護活動の適切な実施

(1)矯正施設の適正な保安警備
及び処遇体制の整備

９　国民の財産や身分関係の保護

10　人権の擁護

(1)人権尊重思想の普及高揚並
びに人権侵害による被害の救
済及び予防

(1)保護観察対象者等の改善更
生等

(2)医療観察対象者の社会復帰

８   破壊的団体等の規制に関する
  調査等を通じた公共の安全の確
  保を図るための業務の実施



(所管） 法務省 （単位：千円）

比較増△減額７年度予算額 ８年度予算額事項組織 項政策体系

1,758,344 1,731,076 △ 27,268

(1)国の利害に関係のある争訟
の適正・迅速な処理

法務本省 訟務費 訟務遂行に必要な経費 1,758,344 1,731,076 △ 27,268

16,275,238 19,375,060 3,099,822

出入国在留管理庁 出入国管理企画調整推進費
出入国管理の企画調整及び推
進に必要な経費

4,589,940 5,868,411 1,278,471

出入国在留管理庁 出入国管理業務費 出入国管理業務に必要な経費 11,685,298 13,506,649 1,821,351

275,090 269,716 △ 5,374

(1)法務行政における国際協力
の推進

法務総合研究所 国際協力推進費 国際協力に必要な経費 275,090 269,716 △ 5,374

15,397,135 20,229,942 4,832,807

法務本省 法務省施設費 法務省施設整備に必要な経費 13,687,365 19,828,272 6,140,907

法務本省 法務省施設費
民間資金等を活用した法務省
施設整備に必要な経費

1,323,976 0 △ 1,323,976

(2)法務行政の情報化 法務本省 法務行政情報化推進費
法務行政情報化推進に必要な
経費

385,794 401,670 15,876

184,112,663 197,092,284 12,979,621

（注１）政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。
（注２）７年度予算額は、当初予算額である。

計

14　法務行政全般の円滑かつ効率
　的な運営

13　法務行政における国際化対応・
　国際協力

(1)施設の整備

12　出入国の公正な管理及び外国
　人との共生社会の実現に向けた
　環境整備

(1)円滑な出入国審査、不法滞
在者等対策の推進及び外国人
との共生社会の実現

11　国の利害に関係のある争訟の
　統一的かつ適正な処理


